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人材の維持・確保の側面が強まっている賃上げ 
 

調査部 主席研究員 中田一良 

 

毎月勤労統計によると、2025年の実質賃金は前年比－1.3%となり、4年連続で減少した。名目賃金は前年比

＋2.3%と 5 年連続で増加したものの、消費者物価（持家の帰属家賃を除く総合）上昇率は＋3.7%であり、賃金

増加率を上回った。政府は「経済財政運営と改革の基本方針 2025」において、2029 年度までの 5 年間で、日

本経済全体で年 1%程度の実質賃金上昇を定着させるとしており、これを受けて、日本労働組合総連合会（連合）

の報告書は、1%上昇軌道に確実に乗せることを最優先に労使で春闘に取り組んでいくべきと提言している。 

賃金改定にあたり、企業が最も重視する要素としては、賃上げの原資となる「企業業績」と回答した企業の割合

が最も高く、全体の約 4 割を占めている。しかし、その割合は近年低下傾向にある。他方、「雇用の維持」、「労働

力の定着・確保」を最も重視する企業の割合は上昇傾向にあり、「雇用の維持」と回答した割合は、従業員規模が

小さい企業で高くなっている。中小企業の中には、企業業績が厳しい状況でも人手不足を背景に賃上げを実施

せざるを得ないところもあるとみられるが、そうした企業では賃上げを継続していくことは難しいだろう。 

持続的な賃上げの実現には、生産性向上とともにコストの増加分を販売価格に適切に転嫁することが必要で

ある。2026年 1月に、中小受託事業者から価格協議の求めがあったにもかかわらず、委託事業者が協議に応じ

なかったり、必要な説明を行わなかったりするなど、一方的に代金を決定することを禁止する「中小受託取引適正

化法（取適法）」などが施行され、中小企業が価格転嫁を行いやすくするための環境整備が行われている。こうし

た政策が効果を発揮し、中小企業の利益確保を通じて賃上げにつながることが期待される。 

 

図表 賃金改定にあたり最も重視した要素 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（注）回答企業の割合 
（出所）厚生労働省「賃金引上げ等の実態に関する調査」より作成 
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－ ご利用に際して －  

 本資料は、執筆時点で信頼できると思われる各種データに基づいて作成されていますが、当社はその正確性、完全性を保証

するものではありません。 

 また、本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社の統一的な見解を示すものではありません。 

 本資料に基づくお客さまの決定、行為、およびその結果について、当社は一切の責任を負いません。ご利用にあたっては、お

客さまご自身でご判断くださいますようお願い申し上げます。 

 本資料は、著作物であり、著作権法に基づき保護されています。著作権法の定めに従い、引用する際は、必ず出所：三菱 UFJ
リサーチ&コンサルティングと明記してください。 

 本資料の全文または一部を転載・複製する際は著作権者の許諾が必要ですので、当社までご連絡ください。 


